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に聞く�
FFGのお取引先企業をご紹介します。�

石川金属工業 株式会社

代表取締役社長 石川 増太氏

取引店 福岡銀行 北九州営業部

株式会社 ピラミッド

代表取締役社長 山口 直氏

取引店 福岡銀行 久留米営業部

株式会社 オニザキコーポレーション

代表取締役社長 金丸 美智夫氏
取引店 熊本ファミリー銀行 本店営業部

福岡銀行 熊本営業部

相浦缶詰 株式会社

代表取締役社長 加納 洋二郎氏

取引店 親和銀行 相浦支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

幅広い業界のトップメーカーと
取引する国内屈指の金属表面処理
業者
－当社は今から８２年前の１９２８年
（昭和３年）に、創業者である石川
�太が現在の北九州市小倉北区砂
津に石川メッキ工場を設立したの
が始まりです。
創業当初は、主にメス等の医療
器具のめっきを手掛けていました
が、１９５０年（昭和２５年）に現在の
社名に改称し、事業の多角化路線
を志向するようになりました。そ
して、５３年（昭和２８年）から東洋
陶器株式会社（現在のＴＯＴＯ株
式会社）の水栓金具の研磨とめっ
きを請け負うようになり、５５年
（昭和３０年）に「石川式光沢ニッ
ケル浴」と名付けた自社独自の
めっき技術が東洋陶器の水栓金具
のめっきに採用されたことが、当
社の発展の礎となりました。
現在では、めっきや研磨等の表
面処理を、「工業製品」として「安
定した品質で大量に」かつ「形状
の大小を問わず」納期どおりに提
供出来る国内屈指の処理能力を有
し、自動車・鉄鋼・住宅産業等多
岐に渡る業界のトップメーカー様
とお取引戴いております。

めっき技術をベースに事業を展開
－当社では、創業以来培ってきた
各種めっき、研磨等の金属表面処
理と関連技術をベースとして、事
業を展開して参りました。
まずめっきに関しては、当社独
自の技術である石川式光沢ニッケ
ル浴を活かして、めっきの持つ装
飾性と耐食性・導電性といった機
能性の両面を発展させました。現
在では、九州に立地する全ての自
動車メーカーに当社がめっきを手
掛けた部品が納品される等、多く
の製品にめっきを通じて高付加価
値を提供しています。更に、自動
車やＩＴ関連機器での使用が広
がっているプラスチック製品への
金属めっき技術も開発し、その後
のプラスチック成形事業への展開
に繋がっています。また、めっき
に必要不可欠な技術である金属の
表面研磨技術を活かし、新日本製
鐵株式会社八幡製鐵所の検査用鋼
材試験片の加工を受注。現在、鉄
鋼の試験に関する業務は当社の主
力事業の一つになるまでに成長し
ています。
以上のように当社では、表面処
理を手掛ける領域に加えて、それ
以外の分野にも事業を拡大して参
りました。現在は鉄鋼の材質試験
や物理解析の他、化学プラント工
事、産業用機械製造、住宅設備の
設計施工等にも取り組んでおります。
そうした事業領域の拡大に合わ
せて、ドメイン毎に分社化を図っ
ています。現在、当社がグループ

全体を導いていく存在として主に
創業当初からの中核事業である金
属表面処理関連の分野を担い、そ
してそれ以外の分野はグループ企
業７社が担う体制を構築しています。

マンパワーＮｏ．１企業を
目指して社員育成に注力
－当社では長期的な視点で従業員
の技術の伝承や技術力の向上に注
力し、事業領域拡大の基盤となる
新しい技術、工法の研究開発に取
り組んでいます。社員に対して
めっき技能士等の国家資格の取得
を奨励している他、毎年社員数名
を海外研修にも派遣しています。
そうした育成の成果もあって、当
社の技術者は、全国めっき技術コ
ンクール等でこれまで数々受賞し
ております。また、北九州市のモ
ノづくりに関わる高度技能者を認
定する制度である「北九州マイス
ター」に、当社の「テクニカルマ
イスター」として認定した技術者
が選ばれる等、長年にわたり様々
な表彰を受けてきました。
現在も「全ての社員が３種類以
上の技能を持ち、マンパワーＮｏ．１
企業となる」ことを目標に掲げ、
新入社員の研修において私が直接
指導を行うなど、社員育成には力
を注いでおります。
また当社は分社化する際、基本
的に当社が株を保有するのではな
く、各グループ会社の社員が株を
保有出来るようにして、社員のモ
チベーション向上にも取り組んで

石川金属工業 株式会社
代表取締役社長

石川 増太氏
■創 業：１９２８年４月 ■設 立：１９４２年８月
■所 在 地：北九州市小倉北区 ■資 本 金：９，９５０万円
■従 業 員：６６１名（グループ全体）
■事業内容：金属めっき、プラスチックめっき、プラスチック成形、

物理解析・鋼材試験
■事業拠点：北九州市小倉北区（本社、赤坂工場）、小倉南区（朽網工場）、

山口県（光事業所）、北九州市八幡東区、千葉県（支店）、
東京、大阪、さいたま、千葉（営業所）
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おります。

創業１００周年・売上１００億円・
品質１００％へ挑戦
－今から２０年ほど前から、創業
１００周年に向けて、“ＡＴＴＡＣＫ
ＢＥＳＴ１００”というスローガンを
掲げ、「創業１００年」「グループ売
上１００億円」「品質合格率１００％」
の達成を目指した取り組みを進め
ています。
特に注力している事業として、
プラスチックへのめっきがありま
す。プラスチックめっき事業では、
九州で需要が増加している自動車
部品向けプラスチックめっき加工
に対応することを目的に、２００８
年４月に自動車部品メーカーであ
る株式会社ファルテックとの合弁
で、株式会社いしかわファルテッ
クを設立しました。更に昨年４月
には西日本地区では数少ない、大
型プラスチックめっきにも対応で
きる新工場を完成させて、「カー
アイランド九州」の中心的な存在
となることを目指し、自動車部品
事業の拡大を図っています。また、

最近の自動車メーカーによる自動
車部品調達のグローバル化の流れ
に対応するため、海外での事業展
開も視野に入れています。
その他、創業からの中核事業で
あるめっき事業に関しては、欧州
においてＲＥＡＣＨ規制（企業に化
学物質の安全性立証の責任と立証
費用を負うことを求める制度）が
施行される等、めっきに使用する
化学物質の規制が強化される方向
にあります。当社ではそうした規
制にいち早く対応し、地球環境の
保全に適合しためっき技術を確立
することで、グローバル市場にお
いて優位性を持った事業展開を図
ることを目標に掲げています。
当社は、創業以来８０年以上に
わたり、社是「真実・思いやり・
確認」の精神に基づき、お客様か
らのご信頼を戴くことを第一とし
て事業を展開して参りました。今
後も、お客様に満足と感動を提供
する「提案型」受託製造・施工業
を目指し、全社員一丸となって業
務に邁進して参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社は長年培ってこられた
めっき技術をベースに、自動車
や鉄鋼、住宅産業等多岐に渡る
分野でご活躍されています。こ
れも創業以来、顧客からの信頼
獲得を第一とした事業展開を図
りつつ、その基盤となる技術者
の育成や技術力の向上に注力し
てこられた賜物ではないでしょ
うか。
創業１００周年に向けて、グルー
プ一体となって事業を展開され
ている当社が、今後益々ご発展
されることを期待しております。

工場視察の様子 工場視察の様子 工場視察の様子

工場内での作業の説明 当社が表面処理を手がける製品の説明 左から石川総務部長、石川社長、谷頭取、
石川会長、白川北九州営業部長、岡村専務、
三上いしかわファルテック社長
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戦後の物資不足の中からの
スタート
－１９４７年（昭和２２年）３月、戦後で
物資が不足していた中、衣・食・
住のうち「衣」を供給する目的で、
現在の当社の母体である西日本紡
織株式会社が設立されました。当
社の本社は、久留米市にあるＪＲ
荒木駅に隣接していますが、設立
当時の旧国鉄荒木駅は、軍の拠点
が高良台にあったこともあり、軍
向け物資の到着駅として貨物列車
が頻繁に停車していました。その
為、列車による商品輸送の利便性
が高いことから、当地にて創業し
ました。
創業後まもなく、自動織機４００
台を揃えましたが、操業を開始す
るにあたっては、織り子となる女
子工員を採用する為、九州一円を
回り募集する日々が続きました。
その苦労の甲斐あって、ピーク時
には約５００名の女子工員が、当社
敷地内にあった女子寮で生活しな
がら、勤務していたという記録が
残っています。
５２年（昭和２７年）には、染色部
門が九州染工株式会社として分離
独立したものの、５９年（昭和３４年）
に再び織布部門と染色部門を統合
し、日本繊維化工株式会社が発足

しました。翌６０年（昭和３５年）に
は、旧国鉄博多駅の移転計画に関
連して、移転先を探していた福岡
織布株式会社を、福岡銀行からの
紹介により吸収合併し、織機１８０
台の移設と併せ従業員も受け入れ、
事業を拡大致しました。
その後、８９年（平成元年）に、
現在の社名である「株式会社ピラ
ミッド」へ社名変更しています。

東京大学内に研究所を開設
－６１年（昭和３６年）に東京工場を
開設した後、６３年（昭和３８年）に
は東京営業部（現東京営業所）を新
設して、関東地区への販売網を拡
大しました。
その後、高分子分野を始めとす
る様々な研究が盛んに行われるよ
うになったこともあって、６６年
（昭和４１年）に、東京大学からの
呼びかけに応じる形で、工学部総
合研究所内に当社の東京研究所を
開設し、同大学工学部と共同研究
を始めました。現在でこそ、大学
との共同研究は盛んになってきて
いますが、当時はまだ珍しく、産
学連携の草分け的取り組みであっ
たと言えます。また、翌６７年（昭
和４２年）には彦根工場を開設して、
関西地区にも進出する等、関東・
関西地区での販売網の強化に取り
組みました。

織から加工までの一貫生産で
オンリーワンへ
－当社は、織・染色・ディッピン
グ（浸）・ラミネーティング（覆）・

ボンディング（貼）等の加工技術に
よって、織から加工までを一貫し
て生産することが可能です。また、
高い技術力と安定した生産供給体
制により、お客様からの仕様につ
いての様々なご要望等にもお応え
が出来ることに加え、コストパ
フォーマンスも高く、他社が追随
しようとしても難しい「オンリー
ワン商材」を取り揃えています。
更に、産学連携だけでなく、社
内外で幅広く新たな取り組みに対
しても積極的に取り入れてきまし
た。６４年（昭和３９年）には、他社
よりもいち早く企業年金制度をス
タート。７２年（昭和４７年）には、事
務処理システムを九州で２番目に
導入し、創立２０周年記念行事と
して２０年勤続者への慰労を兼ね
たハワイ旅行制度も開始しました。
また、翌７３年（昭和４８年）には、彦
根工場で週休２日制を取り入れる
等、新しい取り組みを積極的に取
り入れる文化が当社には根付いて
おり、それは今日の技術開発等に
も活かされています。

社員の成長が会社の発展に繋がる
－「我が社は、お客様に価値を提
供することにより満足をいただき
信頼を得ます。そのために社員の
満足度向上に努め、お客様を通し
て社会に貢献します。」を当社の
企業理念と定めています。この理
念の根本にあるのが「社員の成長
なくして、会社の発展はあり得な
い」ということです。
その為、当社は「人材を人財

株式会社 ピラミッド
代表取締役社長

山口 直氏
■創 業：１９４７年１１月 ■設 立：１９５２年４月
■所 在 地：福岡県久留米市 ■資 本 金：３億５，２４５万円
■従 業 員：２０６名
■事業内容：繊維加工業
■事業拠点：福岡県久留米市（本社、工場、営業所）、

東京都中央区（営業所）、滋賀県彦根市、
栃木県那須郡（工場）
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に！」を合言葉に、社員を成長さ
せる仕組みとして２００７年からの
３ヵ年計画で、外部コンサルを導
入した階層別研修を実施していま
す。また採用戦略から人材教育、
評価制度についても当社独自の基
準で運用しており、それらの成果
も着実に現れてきています。今後
も引き続きお客様にご満足頂ける
ような「人財」の育成に努めて参
ります。

地球上の一員として、環境に配慮
し企業価値の向上を図る
－地球上で生活している一員とし
て、当社では環境問題に対しても
積極的な取り組みを行っています。
具体的には、環境理念として「私
たちは、地球上の一員として、地
球の未来のため、事業活動におけ
る環境負荷低減につとめ、また環
境社会活動にも積極的に参加をし、
地球環境保全に取り組んでいきま
す。」と定めており、９６年（平成
８年）には、栃木県那須郡にコン
ポスト（有機性肥料）の工場として
栃木工場を設立し、エコサイクル

事業本部を設置しました。
ここでは、食品工場や下水処理
場にて発生する有機性廃棄物を原
料に有機質の肥料を製造しており、
生産能力についても約１，０００ｔ／
月と十分で且つ安定的な供給体制
を可能にしています。
久留米工場及び彦根工場では、
光化学スモッグの原因にもなるＶ
ＯＣ（揮発性有機化合物）対策とし
て、これら化合物の回収装置を設
置する等、環境への対策に取り組
んでいます。
今後につきましては、これらＣ
ＳＲ経営の実践や新規事業への積
極的な取り組みに加え、既存事業
についても当社が勝ち残る為のイ
ノベーションを具現化しながら、
加工技術の更なるレベルアップや
新商品の開発、新規顧客開拓に繋
げる等、企業価値向上に向けて全
社員一丸となって取り組んでいく
所存です。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

織・染色から加工に至るまで、
全て自社内での一貫生産が可能
なだけでなく、お客様からの仕
様に対する様々なご要望にも対
応出来る体制を構築されてい
らっしゃいますが、これは当社
の加工技術水準の高さによるも
のと考えます。
今後も引き続き、環境事業や
新技術の導入等に積極的に取り
組まれることで、一層の企業価
値の向上を目指して邁進される
ことを祈念致します。

レンガ造りの工場 エアバッグ製造ライン 工場見学の様子

タイヤ補強材製造ライン エアバッグ製品置場 左から笹渕工場長、荒木久留米営業部長、
四牟田経理課長、原口専務、谷頭取、山口社長
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手洗いや焙煎等前処理した
ゴマの卸売りが商売の始まり
－当社の創業は、１９５６年（昭和３１
年）に佐賀で、先代の社長が手洗
いや天日干し、焙煎等の前処理を
したゴマの卸売りを手掛けたのが
始まりです。当時は、産地からご
みや砂粒が付着したままのゴマが
商店等でそのまま量り売りされて
いたのが普通でした。その中で、
家庭で手間の要らない当社の商品
性が受け、小売店からも「いりゴ
マ」や「すりゴマ」等新たな注文
が入るようになり、次第に売上も
増えていきました。８８年（昭和６３
年）には法人成りし、製造のオー
トメーション化や電話による通信
販売も開始しました。そして、熊
本県からの企業誘致を受け、熊本
市内に本社ビルを構えたのが９８
年（平成１０年）です。２００１年（平成
１３年）に私が社長に就任した以降
も、先代の実績を踏まえながら経
営に努め、現在では４０万人の顧
客を抱える企業にまで成長してい
ます。

「安心」「品質」「美味しさ」をキー
ワードにしたこだわりの製品造り
－当社では、「安心」「品質」「美

味しさ」をキーワードに、原料の
選別や製法等にこだわりをもって
取り組んでおります。
原料であるゴマは、収穫された
ゴマの味、香り、色等を念入りに
確認する為、担当者がパラグアイ
やトルコ、ミャンマー等世界各国
のゴマの栽培地に年に３～４回赴
きます。ゴマの品質には公的な評
価基準はありませんが、当社が長
年買い付けしてきた実績からＡ、
Ｂ、Ｃと独自の格付を行い、Ａラ
ンクのみを商品化しています。
商品の製造にあたっては、独自
の製法である杵と臼によりゴマを
ついた「杵つき製法」を用いてい
ます。杵でついた「つきゴマ」は
粒が程良く残った粗挽きのゴマで、
風味が非常に良く、ゴマ特有の食
感や原料そのものの旨みが楽しめ
るのが特徴です。また、焙煎にあ
たってはコーヒーの焙煎機を改造
した独自の機械を開発、稼動させ
ています。この焙煎機は２４時間
稼動していますが、焙煎にムラが
あると味にバラつきが出る為、原
料を投入する際は温度を一定温度
に保ち、ムラが出ないように確か
めながら火力を微調整しています。
こうした工夫の結果、当社商品は
０８年、０９年と２年連続でモンド
セレクション金賞を受賞しました。
ゴマもワイン等と同様に、年に
よって作柄が変化します。その為、
厳選した原料をブレンドすること
で、一定の味を保つ努力をしてい

ます。このように製法にこだわり、
手間隙を掛けてお客様に商品を提
供しております。

お客様のために「正義」を貫く
－私が掲げる経営理念は「正義」
です。私が考える「正義」とはお
客様に対して正しいこと、良いこ
とを実践することです。即ちお客
様が安心して食べられること、よ
り質の高い商品を提供することが
当社の使命であると考えます。そ
の為、品質管理においては細心の
注意を払っています。先ほど述べ
たように、ゴマを厳選するだけで
なく、さらに、残留農薬検査を厚
生労働省登録検査機関で実施し、
安全性を高めています。また、お
客様から商品に関する様々なご要
望等が寄せられれば、スピー
ディーな対応が出来るような体制
も整備しました。
さらに昨年３月には、佐賀県多

た く み しゃ

久市に新工場「多久美舎」を建設
し、医薬品メーカーの工場並みの
異物混入防止システム等最新設備
を導入しています。また、当工場
は殺虫剤等の薬剤を使わないこと
から、有機ＪＡＳ認定機関が認定
するオーガニック（有機農産物・
加工食品）工場としての認定も受
けました。このように徹底して衛
生管理、品質管理を行うことが最
高のリスクマネジメントであり、
お客様に対する「正義」だと考え
ています。

株式会社 オニザキコーポレーション
代表取締役社長

金丸 美智夫氏
■創 業：１９５６年 ■設 立：１９８８年４月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：１億７，６８０万円
■従 業 員：１３０名
■事業内容：ゴマ関連食品の製造・販売、その他食料品、酒類、

水産加工品の輸出入及び販売
■事業拠点：熊本県熊本市（本社）、佐賀県多久市（工場、物流センター）、

東京都千代田区、大阪府吹田市、愛知県春日井市、
宮城県仙台市、北海道函館市（営業所、研究所）

06 FFG調査月報 2010年11月



仕事に対するモチベーションが
高まるように会社が支援
－当社商品の味は、全世界の産地
でゴマの味を確認する担当者に
よって左右されると言っても過言
ではありません。当社ではゴマの
品種等について見極めが出来る人
材を育成する為に、社内検定制度
を年１回実施し、優秀な従業員に
対しマイスターの称号を授与して
います。
また、資格取得や商品購入等、
自己研鑽に繋がると考えるものに
全従業員一律で費用の一部を支援
金として支給しています。さらに
年度初めには営業目標だけにとど
まらず、個人的に努力したいと考
える目標を立てさせ、その達成状
況に応じて上位者から順に賞金を
支給する等個人表彰も行っています。
このように、従業員が様々な目
標達成に向けて努力することによ
り仕事に対するモチベーションを
高め、日々の業務にやる気や自信
を持って臨める様に会社を挙げて
支援を行っています。

新商品開発により海外展開を
目指す
－今後の事業の展望としては、欧
米市場向けに商品開発を進めてい
ます。ゴマ油は、独特の香りが日
本人には好まれていますが、欧米
人には香りが強く、フランス料理
等では敬遠されがちです。そこで
ゴマの香りのしないゴマ油の開発
に着手、現在試験段階にあります。
開発に協力頂いたヨーロッパの料
理家の評価も上々であり、来年に
は商品化出来る見通しです。
およそ７０億円と言われるゴマ
製品の市場において、当社はこの
業界で確固たる地位を築くことが
出来ました。また、当社の原料の
厳しい選別等これまでの実績から
お取引先からも信頼頂けるように
なりました。これからも、お客様
に喜んで頂ける製品造りとともに
業界の発展に寄与出来るよう精進
して参ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

当社独自の製法である「杵つ
き製法」や、原料の選別や調合、
焙煎温度の調整等、ゴマに対す
る「こだわり」を拝見し、非常
に敬服致しました。また、食の
安全性に配慮された工場内の環
境整備の徹底振りにも目を見張
るものがありました。これから
も業界のリーディングカンパ
ニーとして更なる躍進を期待致
します。

原料の説明 黒ゴマ、白ゴマの分別 原料の選別工程

つきごま（黒・白） 焙煎機による焙煎工程 左より林頭取、金丸社長、西村本店営業部長、
南里工場長
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イワシのトマト漬の缶詰製造から
創業
－当社は、近海で水揚げされたサ
バやイワシの魚類をはじめ、長崎
県産のミカンやビワ等の農産・水
産缶詰を主として大手メーカーか
らの委託によりＯＥＭ生産してい
ます。１９４９年（昭和２４年）に先代
社長が長崎市内の大手水産会社に
入社、その後佐世保市相浦にある
遊休中の缶詰工場を買い取り、「朝
日物産相浦工場」として独立、
５２年（昭和２７年）には法人成りし、
「相浦缶詰株式会社」を設立しま
した。
創業当時、わが国は戦後復興期
で物資が不足し、海外からの輸入
に頼らざるを得ない状況でした。
一方で、輸入を決済する為に輸出
による外貨の獲得も同時に推し進
められました。その中で、大きな
役割を担っていたのが缶詰の輸出
です。当社も、アメリカやヨーロッ
パ向けに当時大衆魚であったイワ
シのトマト漬け缶詰製造販売に着
手したわけですが、不運にも突然
にしてイワシの漁獲量が急激に減
少し、早くも経営の危機に陥った
というわけです。そこで、当時イ
ワシと同じ輸出奨励品のひとつで
あったミカンの缶詰の製造にも乗

り出しました。

国内の青物缶詰工場において
西日本の重要生産拠点に成長
－その後、輸出缶詰は、日本の経
済の成長とともに進んだ円高によ
り大変厳しい環境となりました。
この打開策として当社は積極的に
海外進出を行うことになります。
８７年（昭和６２年）には、缶詰の輸
出を通じて取引をしていた大手商
社と現地販売会社と共に所謂ジョ
イントベンチャーとしてマレーシ
アに現地法人を設立しました。ま
た９３年（平成５年）に、水産加工
品の製造拠点としてインドネシア、
９７年（平成９年）にはイワシの供
給源としてメキシコに現地法人を
設立しました。現在では、海外事
業拠点からの原料供給も受けなが
ら、国内・海外工場の原料取り扱
いは、サバで年間約８，０００ｔ、イ
ワシで約５，０００ｔとなり国内では
青物缶詰を生産する工場としては
西日本の重要な生産拠点として認
められるようになり、有難く感じ
ております。

缶詰は人にも環境にも優しい
「ＥＣＯ食品」
－家庭で手軽に食べられる保存食
品として、缶詰のほかにジャム等
の瓶詰めやカレーやシチュー等の
レトルトパウチ（プラスチック
フィルム等気密性及び遮光性の高
い容器に調製した食品を詰め、密
封、加圧加熱殺菌したもの）があ
ります。その中で、缶詰は瓶やレ

トルトパウチよりも製造コストが
低い上に、生産効率も良く、使用
した缶の８５％以上がリサイクル
される等の利点があります。また、
食品は缶詰にする際、加熱殺菌処
理をすることで、完全無添加の状
態となる為、人体への悪影響の心
配がありません。さらに、当社で
はイワシやサバを缶詰にする際に
出される頭や尾、内臓類は、専門
業者により、飼料として活用され
ます。またみかんの皮は乾燥加工
し、色々な食品の添加剤として活
用されております。このように、
今や当社の缶詰は人にも環境にも
優しい「ＥＣＯ食品」であると考え
ます。

従業員のものづくりに対する
意識の高さが品質管理のベース
－当社の品質管理のベースは、従
業員一人ひとりのものづくりに対
する意識の高さに拠る所が大きい
と考えます。食品を扱うメーカー
として当社ではＨＡＣＣＰ方式に
則り、異物混入等トラブルの発生
防止に努めています。社内の各部
署における作業マニュアルや事故
発生の未然防止等のルールは当然
構築しておりますが、やはり生産
に従事する一人ひとりが単にルー
ルやシステム通りに作業を行うだ
けではシステムやルールは形骸化
し、事故は起こりうると考えます。
その為、常日頃から、例えば朝礼
ではその日の作業に関する留意点
の確認、また昨今業界で問題と
なっているニュース等について話

相浦缶詰 株式会社
代表取締役社長

加納 洋二郎氏
■創 業：１９４９年１２月 ■設 立：１９５２年３月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：１４０名
■事業内容：食料品缶詰製造販売、冷凍魚類輸出入販売、

水産加工品製造販売
■事業拠点：長崎県佐世保市（本社、工場）、松浦市、マレーシア、

インドネシア、メキシコ（工場）、東京都中央区（事務所）
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を行い、注意を喚起しています。
そして自分達が作った製品を家族
や友人等が安心して食べているこ
とをイメージしながら、業務に集
中するように指導しています。
そのほか、社内のみならずグ
ループのスキルアップの一環とし
て国内工場と海外工場相互での従
業員派遣を行っています。特に海
外から日本への派遣は海外従業員
にとっては大きな励みであり、そ
の結果従業員の品質管理に対する
意識が高まり業務態度が大幅に改
善される等、双方で良い刺激と
なっています。
こうした取り組みの結果、製造
を委託されているお取引先からは、
品質管理面、またタイムリーな製
品の供給責任の履行に対して、優
良工場として認められることとな
りました。今後とも緊張感をもっ
て更なるレベルアップを心がけて
いきたいと考えます。

経営基盤を強化し、
「国産国消」の充実を目指す
－今のデフレ環境の中で成長を続
ける為には、更なる製造ライン等

の見直しを行い、引き続き生産性
の向上や業務効率化等の改善が必
要不可欠です。
また近年、中国では経済成長を
背景に、魚の消費が大幅に増加し
てきました。その為、国際市場で
は中国をはじめ欧米等多くの国々
との間で水産資源の奪い合いが生
じています。当社では長年海外で
事業展開してきた実績と国内外の
ネットワークにより、日々変化す
る魚の水揚げ状況の中でも、安定
した原料確保が出来ることが当社
の強みのひとつとなっています。
また、加工・製品化した缶詰は生
産した事業拠点の各国内で販売・
消費を行う「国産国消」もこれか
らの取り組みであると考えます。
“自然の恵みを世界の人々に”が
当社のスローガンです。まだまだ
“缶詰”には未知の可能性を感じ
ています。これからも、創業当初
から缶詰に刻印している、製造元
等を示す缶詰コード「ＡＢＣ（Asahi
Bussan Company）」をトレード
マークとして、多くの皆様に安
心・安全な食品を安定的に供給で
きるように精進して参ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は、安心、安全な缶詰を
製造する為のシステムやルール
の構築に加え、従業員の方々一
人一人の高い意識による品質管
理が、優良工場としてお取引先
に高く評価されています。これ
も、社長様が率先して従業員の
方々をご指導されてきた賜物だ
と推察致します。また、長年の
海外事業を通じて培った実績と
国内外のネットワークにより、
缶詰の市場を更に拡大し当社が
成長されることを期待致します。

マレーシア工場 インドネシア工場内 メキシコ工場内 国内外工場の若手従業員による研修会

松浦工場 原料（イワシ）の処理（相浦工場） 左より北支店長、加納社長、鬼木頭取
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「エコ」をキーワードに拡大が期待される住宅産業の現状
～期間延長が決定した住宅エコポイントの概要について～
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図１ 家庭部門・業務その他部門のＣＯ２排出量
削減の見通し

（出所）環境省発表資料、京都議定書目標達成計画を基にふくおかフィナンシャ
ルグループ作成

今年の夏は１１３年前に気象庁が統計を開始し
て以来、平均気温が最高を記録するなど猛暑と
なり、誰もが「温暖化」を痛感されたのではな
いでしょうか。
その地球温暖化への対策として１９９７年に採択

された京都議定書では、我が国は２００８～１２年の
第１約束期間に、温室効果ガスを基準年である
９０年対比で６％削減することが求められました。
しかしながら、約束期間の１年目である０８年の
実績をみると、減少するどころか逆に１．６％増
加しています。特に我が国の温室効果ガス排出
量の約９割を占める二酸化炭素（ＣＯ２）の排出
量をみると、工場等の産業部門は着実に削減が
進んでいる一方、家庭部門や商業・サービス等
の業務その他部門は、それぞれ３４．２％、４３．０％
増と大幅に増加しており、目標達成に向けて更
なる取り組みが必要とされています。（図１）

そこで、住宅の省エネ化を促進することによ
り家庭部門からの排出量を削減する為、０９年１２
月に緊急経済対策の１つとして「住宅エコポイ
ント制度」が創設されました。
また、住宅エコポイントは、今年９月１０日に

閣議決定された「新成長戦略実現に向けた３段
構えの経済対策」において、期間が延長される
ことになりました。

今回は、住宅エコポイントの概要ならびに９
月２２日に熊本市にて開催されました「第２回太
陽光発電シンポジウム＆ビジネス交流会ｉｎく
まもと」の模様についてご紹介します。

住宅エコポイントの制度概要
住宅エコポイントとは、国土交通省、経済産

業省、環境省の３省合同事業として０９年１２月に
約１年間限定で創設された制度です。ポイント
発行の対象となるのは、「エコ住宅の新築」お
よび「エコリフォーム」となっています。当初
の予算額は１，０００億円でしたが、先述の９月１０
日の閣議決定により、対象期間およびポイント
発行・交換申請期限がそれぞれ１年間延長され
たほか、追加予算として１，４１２億円が計上され
ています。

産業調査

ポイント
発行対象

�エコ住宅の新築
・省エネ法に基づくトップランナー基準相当
の住宅
・省エネ基準を満たす木造住宅
（１戸あたり一律３０万ポイント）

�エコリフォーム
・窓、外壁、屋根・天井、床の断熱改修及び
これら改修工事と一体的に行うバリアフ
リー改修
（ポイントは部位ごとに計算され、３０万ポ
イントが上限）

対象期間

�エコ住宅の新築（建築着工）
２００９年１２月８日～２０１１年１２月３１日
�エコリフォーム（工事着手）
２０１０年１月１日～２０１１年１２月３１日

予算規模

総額 ２，４１２億円
（内訳）
・平成２１年度第２次補正予算 １，０００億円
・平成２２年度経済危機対応・地域活性化予備費

１，４１２億円

ポイント発行
申請期限

�エコ住宅の新築
・一戸建て
２０１２年６月３０日
・共同住宅等
２０１２年１２月３１日（階数が１０以下）
２０１３年１２月３１日（階数が１１以上）

�エコリフォーム
２０１２年３月３１日

ポイント交換
申請期限

２０１４年３月３１日

ポイント
交換

�地域産品や商品券等への交換または環境寄附
�即時交換（追加工事費用に充当可能）

表１ 住宅エコポイントの概要

（出所）国土交通省発表資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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ポイントの交換については、家電エコポイン
トと同様に１ポイント＝１円相当で、地域産品
や商品券等への交換が可能なほか、追加工事の
際は取得したポイントを工事費用に充当（即時
交換）することも可能となっています。交換の
際は住宅エコポイント事務局宛に申請が必要で
す。（表１）

住宅エコポイントの発行状況
次に、住宅エコポイントの発行状況をみてみ

ると、今年３月８日の申請受付開始以降、口コ
ミ等により徐々に認知度が高まってきたことも
あって、２０１０年８月末時点でのポイント発行累
計は１７６億４，４６１万ポイント（１４万８５３戸）にまで
達しており、特に６月以降の伸びが大きくなっ

ています。（図２）（図３）
それぞれの内訳をみると、新築が１２２億５，２９０

万ポイント（４万８４３戸）、リフォームは５３億
９，１７１万ポイント（１０万１０戸）となっています。
発行ポイントについては、新築は１戸あたり

一律３０万ポイントが発行されることから、リ
フォームと比較して発行額が突出していますが、
戸数については、リフォームが内窓の設置や複
層ガラスへの交換など、エコポイントの発行対
象となる工事に比較的取り組みやすいことから、
逆に新築を大きく上回っています。
また、大手家電量販店がサッシメーカーと連

携し、エコポイント対象の省エネ内窓の販売を
行うようになったことも、リフォームに取り組
みやすくなった要因であると考えられます。
最近、エコの観点から設置する家庭が増えて

きている住宅用太陽光発電システムや高効率給
湯器等の省エネ設備ですが、これらの設備自体
は、直接的には住宅エコポイントの発行対象で
はありません。（２０１０年９月現在）しかしながら、
これらの省エネ設備を新築住宅に導入すること
によって、住宅全体での省エネ効果が高まり、
トップランナー基準（※）相当の住宅であると判断
される場合には、エコポイントの発行対象にな
ります。
更に、太陽光発電システム等の省エネ設備に

ついては、設置時に国や都道府県等から補助金
の給付が受けられるものがあります。これらの
補助金制度のなかには、住宅エコポイントとの
重複申請が可能なものもありますので、確認が
必要です。
もともと、省エネ設備の導入を検討している

顧客は、環境への関心も高い層であると推測さ
れます。省エネ設備の設置に対する補助金制度
自体が、エコ住宅を取得・購入するきっかけと
なり、住宅エコポイントの発行額増加にも繋
がっているものと考えられます。

住宅エコポイントが市場に及ぼす効果
住宅エコポイントが市場に与える効果につい

※トップランナー基準
省エネ法で定める「住宅事業建築主の判断基準」の別称。次世代省エネ基準を満たす住宅に、一般的な設備（エアコン、照明、給湯器など）
を設置した場合と比べて、エネルギー消費量をおおむね１０％削減する水準のこと。

図２ 住宅エコポイントの発行状況（ポイント）

（出所）国土交通省発表資料

図３ 住宅エコポイントの発行状況（戸数）

（出所）国土交通省発表資料
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�ＦＦＧ調査月報２０１０年９月号 産業調査
「更なる拡大が期待される太陽光発電産業」
http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/201009/sangyou.pdf シンポジウム風景

て、日本総合研究所 熊谷研究員の試算による
と２０１０年における省エネなどを伴うリフォーム
全体の件数は、住宅エコポイント制度の効果に
より約６０％増加する見込みです。その結果、
６，５００億円と推測されるリフォーム市場の規模
も最大で３，９００億円底上げされる可能性がある
とみられています。
但し、ここで注意しなければならない点は、

住宅エコポイントの対象となる窓や外壁、屋
根・天井、床の断熱改修およびバリアフリー改
修といったリフォーム市場が住宅市場全体に占
める割合は限られている為、エコリフォームが
住宅市場全体を押し上げる効果については、限
定的なものになる、ということです。
次に新築をみてみると、住宅ローン減税の拡

充や、贈与税の非課税枠拡大、住宅エコポイン
ト等が追い風となり、国土交通省が９月３０日に
発表した新設住宅着工戸数も前年比２０．５％増と
３ヵ月連続で前年を上回る等、徐々にではあり
ますが、その効果は出てきているようです。

「第２回太陽光発電シンポジウム＆ビジネス

交流会ｉｎくまもと」開催概要
最後に、「住宅」「エコ」の代表的な存在であ

る「太陽光発電」に関して、先日開催した「第
２回太陽光発電シンポジウム＆ビジネス交流会
ｉｎくまもと」の模様についてご紹介します。

０９年１月に、住宅用太陽光発電システム設置
に対する補助金が復活し、０９年１１月からは「太
陽光発電の余剰電力買取制度（住宅用）」が開始
されたこともあって、国内太陽光発電市場は急
拡大しています。（太陽光発電市場の動向につ
いては、ＦＦＧ調査月報１０年９月号にて紹介し
ております。併せてご参照下さい。）

九州は住宅用太陽光発電システムの普及率が
全国でもトップクラスであり、太陽電池メー
カーの生産拠点や太陽電池製造と技術的な関連
の深い半導体製造に関わる企業も数多く存在し
ています。（図４）

ふくおかフィナンシャルグループ、熊本ファ
ミリー銀行、福岡銀行は、去る９月２２日に財団
法人九州地域産業活性化センターとの共催で
「第２回太陽光発電シンポジウム＆ビジネス交
流会ｉｎくまもと」を開催致しました。
本イベントでは、太陽光発電産業の最新動向

の紹介や今後の戦略・課題等について議論する
「シンポジウム」のほか、地場企業の皆様の太
陽光発電産業でのビジネス拡大をサポートする
為の「個別商談会」や「ポスター展示」、参加
者相互での情報交換や親睦を図る為の「懇親会」
を行い、総勢３５０名の方々にご参加頂きました。

シンポジウムは、複数のセッションで構成さ
れ、それぞれのセッション毎に業界に精通され
た講師の方々より、業界の現状や今後に向けて
の展開、導入実績等について大変貴重なご講演
を頂いたほか、会場のご参加者からも熱心な質

産業調査

図４ 住宅用太陽光発電システム普及率
～戸建件数に対する普及率（Ｈ１５～２１年度累計）～

（出所）九州経済産業局発表資料
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国立大学法人熊本大学 学長 谷口 功 氏

パネルディスカッション風景

懇親会風景

疑が交わされました。
また、国立大学法人熊本大学学長 谷口 功

氏より調査報告「ソーラーアイランド九州形成
に向けた提言」がなされました。谷口学長は、
全国平均より高い太陽光発電システムの導入率
や太陽電池関連企業の立地状況、研究開発機能
の集積による薄膜太陽電池研究が活発な九州の
強み等を活用し、裾野産業の拡大への支援策導
入や、システム設置への地元企業の参入・取引
拡大等を支援する為の情報交換の「場」を設定
する必要性等を提言されました。

その後のパネルディスカッションでは、引き
続き谷口学長をコーディネーターとして、各業
界からのパネリストとともに、太陽光や地熱、
風力等のエネルギー資源に恵まれている九州地
区の特性の活用方法や、参加者からの質疑で出
た、メーカー毎に規格が異なる為、一度設置す
ると乗換えが困難な現状への対応方法等につい
て活発な意見交換が行われました。

個別商談会では、太陽電池メーカー４社及び
太陽電池設置事業者１社の計５社との商談に対

して、２９社より申し込みを頂き、商談は合計で
６０件にも上りました。商談会に参加頂いた企業
からは「お互いの目的が一致しており、内容の
濃い有意義な商談や情報収集が出来た。」等の
感想が聞かれました。
ポスター展示についても、展示各社ともに工

夫を凝らしたディスプレイや模型等がブースに
並べられ、お客様が足を止められる姿も見られ
ました。
シンポジウム終了後には、懇親会が行われ、

熊本ファミリー銀行の役員も参加致しました。
懇親会では、本イベントにご参加頂いた企業の
ご担当者同士の交流や情報交換が図られ、大変
な盛り上がりをみせていました。

ふくおかフィナンシャルグループの取り組み
ふくおかフィナンシャルグループの３行（福

岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行）では、
お客様の住宅建築・購入およびリフォームのご
要望に際し、住宅ローンやリフォームローンで
のお手伝いをさせて頂いております。
また、福岡銀行では、銀行専属の建築デザイ

ナー（建築士）によるセミナーや住宅に関するご
相談も承っております。お気軽にお近くの各銀
行窓口にご相談下さい。
ふくおかフィナンシャルグループでは、今後

もお客様のご要望やご期待にお応え出来るセミ
ナーの開催や情報の発信に努めてまいります。

（横尾 崇裕）
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大連市の不動産市場
～マンション市場からみた不動産バブル～

REPORT

建設が進む高層マンション群

１．はじめに

中国では不動産価格の急激な高騰が続いてお

り、不動産バブルと言われています。ここ大連

市においても、市内各地でビルやマンションの

建設工事が行われており、日本の不動産業者に

よる建設計画もあるようです。不動産価格も上

昇しており、２００９年度には、マンションの価格

が中国全土で１０番目に高い都市としても発表さ

れました。

今回は、大連市の不動産市場についてレポー

トします。

２．大連市の概況

大連市は人口が約６００万人、面積が約１万

２，５００�で、福岡県と熊本県を足した面積とほ

ぼ同じ位の広さです。緯度は、日本の仙台市と

同じくらいであり、四季がはっきりとしている

中国東北地方の中でも、特に気候が良いことか

ら、中国の人々の中でも住みたい街として人気

があります。

人口については増加傾向が続いており、高速

道路や鉄道、地下鉄等の社会インフラの整備が

進められている一方、土地に起伏が多い特性か

ら、市内中心部では建物を建設出来る場所は限

られてしまいます。

その為、住居については、空間を有効に利用

出来るよう、２０～３０階建ての多層階のマンショ

ンが中心となっています。

３．不動産関連指標の推移

大連市における不動産開発面積、竣工面積、

住宅販売額、住宅販売面積は概ね増加傾向が続

いています。特に住宅販売額、住宅販売面積の

増加は著しく、２００８年は金融危機の影響から前

年とほぼ変化無く推移しましたが、０９年には

４０％以上増加しています。（図１）

海外リポート
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不動産開発面積（万㎡）

竣工面積（万㎡）

住宅販売額（億RMB）

住宅販売面積（万㎡）

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

1,396.6 1,333.8 1,570 2,196.1 2,747.7 3,328.6 3,489.1

579.2 421.0 390.5 537.8 428.3 748.6 549.7

120.6 132.4 167.5 242.7 424.7 432.6 675.1

446.7 445.4 468.1 570.2 783.9 770.1 1,093.4
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４．日本との販売事情の違い

日本では、土地そのものが売買されるのに対

し、中国では土地は国の所有物である為、土地

の「使用権」が売買されます。使用権は、用途

毎に期限が定められており、居住用地は７０年、

商業・観光・娯楽用地は４０年、工業・教育・そ

の他用地は５０年としています。

中国の分譲マンションは、内装が施されてい

ない「スケルトン」と呼ばれる状態で引き渡さ

れ、引き渡し後に内装工事を行うケースが一般

的です。その場合、１００�程度のマンションの

内装工事に必要な費用は、通常１０～２０万ＲＭＢ

（約１２５～２５０万円）程度と言われています。

市内中心部以外の物件であれば、建物及び内

装費の合計金額は、日本の新築マンションと比

較して割安に見えますが、大連市の平均年収が

３万４，３０８ＲＭＢ（約４２万９，０００円）であること、

またタクシーの初乗り運賃が８ＲＭＢ（約１００

円）であることを考慮すると、日本の水準より

もかなり高いことが分かります。（表１）

５．マンション価格が上昇した背景

マンション価格が上昇している要因としては、

大連市の経済発展に伴い、都市部への人口流入

が増えている為、物件の供給が不足している現

状があります。こうした状況を見越して、国内

外の投資家が投機対象として不動産を購入する

動きも見られ、実需を上回るペースでの価格上

昇に繋がっている点は否めません。（表２）

また、人民元相場の切り上げ見通しが強い為、

家賃収入を元建てで受け取って為替差益を狙う

という動きが可能なことも、外国人投資家によ

る投資が行われる理由の一つになっています。

６．中国政府による相場の過熱抑制策

マンション価格の高騰は、投機目的の売買が

原因であるとする中国政府は、相場の過熱を抑

制する為、次のような政策を打ち出しました。

２０００年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年

総人口（万人） ５５１ ５６２ ５６５ ５７２ ５７８ ５８３ ５８５

国内総生産（億ＲＭＢ） １，１１１ １，９６２ ２，１５０ ２，５７０ ３，１３１ ３，８５８ ４，４１８

大連市在職労働者平均年収（ＲＭＢ） １０，９５６ １８，７０８ ２２，８５４ ２４，２０４ ２８，２３６ ３４，３０８ －

� � �

名称 大連中心裕景 万科渓之谷 都市印象

立地
大連駅から
約５００�の
市内中心地

市内中心部から
約３０�の
高級住宅地

市内中心部から
約２０�の
一般住宅地

面積 ９０� ９３� ８７�

内装 有り 無し 無し

価格（ＲＭＢ） １９５万ＲＭＢ １０２．３万ＲＭＢ ８７．２万ＲＭＢ

日本円換算（円）約２，４３８万円 約１，２７９万円 約１，０９０万円

図１ 大連市の不動産統計 表１ 大連市内で販売中の新築マンション

（出所）地元不動産業者へのヒアリング ※１ＲＭＢ＝１２．５円にて換算

（出所）大連市統計局

表２ 大連市内の戸籍人口の推移

（出所）大連統計局、大連統計年鑑、大連市労働局社会保障局
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�外資規制

２００６年７月に外資規制が公布されたことに

より、外国の個人は「自己使用目的」以外で

の不動産の購入が出来なくなりました。また、

「自己使用目的」であっても、購入出来るの

は、中国での勤務期間または留学期間が１年

以上の個人に限られます。

日本を含む外国の法人が購入する場合は、

中国国内で投資法人を設立し、毎年営業許可

を得る必要があります。規制導入前に比べて、

購入の手続きは煩雑になりました。

�住宅ローンの引き締め

本年４月１７日に、国内・外資両方の銀行に

対して住宅ローンの審査基準の変更を求める

政策が公布されました。その内容は、

�１軒目の住宅購入時の頭金は、必要資金の

３０％以上とすること。

�２軒目の住宅購入時の頭金は、必要資金の

５０％以上とすること。

�３軒目以上の住宅ローンは取り組まない。

というものです。実際に５月下旬には、新築・

中古共にマンション価格の上昇傾向が止まり、

中古マンションの値下げ交渉に応じる仲介業

者も出るなど、一定の効果は出ているようです。

�住宅供給量の増加

住宅ローンの引き締めと同時に、住宅の供

給を増やす政策を打ち出しました。土地の供

給量、公共の賃貸住宅、政府が価格の上限を

決定する住宅、低所得者向け住宅の４種類を

増やすことで、住宅が不足している状況を解

消し、価格の高騰を抑えようとしています。

７．今後の展望

公共のインフラ工事が進み、更なる都市化が

進んでいる大連市では、マンションの新築工事

が中心部、郊外を問わず進められています。し

かし、新築マンションの販売価格は、０８年の大

連市在職労働者の平均年収３万４，３０８ＲＭＢ（約

４２万９，０００円）の２５倍以上と隔たりがあることか

ら、一般市民のマンション購入は夢に近い状況

となっています。

また、投資家は、家賃収入により投資資金を

回収することが望まれますが、現在の家賃水準

では投資資金の回収には２０年以上かかることか

ら、老巧化による家賃収入の減少や修繕費等の

追加費用のことを考えると、現実的ではありま

せん。

その為、投資家の多くは物件の売却による売

却益（キャピタルゲイン）を狙おうとしています。

しかしながら、この動きはバブル期の日本や

リーマンショック前の米国に通じるものがある

ように思えます。

更に、現状では不動産の主な購入者は、投機

目的で購入する投資家ですが、不動産価格の高

騰を危惧する中国政府は、投機目的での購入を

制限する政策を打ち出している為、今後につい

ては、投資の先細りが懸念されます。

まだ、大連市ではマンション価格の低下はそ

こまで見られませんが、一般市民の間では今後

値下がりするという見方もあり、一部の地区で

は今年１月から４月の住宅取引成立件数が、前

年対比で３４％減少した地区もあります。

これまでは、魅力的な運用対象の一つだった

大連市のマンション市場ですが、今後の価格動

向には十分な注意が必要であると思われます。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

海外リポート
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介
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博多リバレイン�

ふくぎん博多ビル�

至キャナルシティ�
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地下鉄中洲川端駅地下鉄中洲川端駅�地下鉄中洲川端駅�ココ�

1F

長崎・佐世保・雲仙ゆめ市場「キトラス」オープン

１０月２日、長崎市、佐世保市、雲仙市３市合同のアンテナショップ、長崎・佐世保・雲仙ゆめ市場「キト

ラス」が福岡市博多区上川端町にあるふくぎん博多ビル１階にオープンしました。今回のＦＦＧニュースで

は、このアンテナショップの概要とオープン当日の模様についてご紹介致します。

このアンテナショップは長崎市、

佐世保市、雲仙市の３市が合同で

開設し、地域の豊かな自然の中で

生産される新鮮な食材をはじめ、

３市自慢の商品が多数販売されて

います。

「キトラス」とは、「来とらす（来

ていらっしゃる）」という長崎弁

に由来するもので、多くの方々に

来て頂き、いつでもこのアンテナ

ショップが賑わっていて欲しいと

の思いが込められています。

「キトラス」の店内は、物産品

販売、テイクアウト、味わい処、

トラベル、イベントの５つのコー

ナーに分かれています。物産品販

売コーナーでは、野菜や果実、鮮

魚等の生鮮食品から農水産加工品、

地酒、お菓子に至るまで、多彩な

特産品が販売されています。テイ

クアウトコーナーでは、全国区と

なった佐世保バーガーをはじめ、

地元の出来立ての味がテイクアウ

ト出来ます。販売する商品は毎月

変わり、来店の度に新しい美味し

さの発見があります。味わい処

コーナーでは、３市で獲れた食材

をふんだんに

使った美味しい

料理が楽しめる

飲食スペースも

あり、ランチか

ら居酒屋料理ま

で幅広い料理が

味わえます。ま

たトラベルコー

ナーでは、「キ

トラス」に常駐

するコンシェル

ジュにより、３市がお勧めする観

光スポットや宿泊プランの紹介が

受けられる等、地域の観光情報を

入手することが出来ます。

オープン当日は、開店を待つ約

３００人のお客様を前に田上長崎市

長、朝長佐世保市長、奥村雲仙市

長も参席し挨拶されました。また、

長崎の秋の大祭である「おくんち」
じゃおど

で有名な「龍踊り」も披露されま

した。関係者によるテープカット

終了後は、１グラム１円の揚げか

まぼこの量り売りや、みかんの特

売等にお客様が押し寄せ、入荷し

た特産品も並べたそばから次々に

売れて大変盛況でした。

長崎市、佐世保市、雲仙市の３

市と福岡を美味しいもので繋ぐ拠

点として誕生した「キトラス」。

３市の魅力に出会える新しいス

ポットとなっています。

（池田 晋介）

ＦＦＧニュース

長崎・佐世保・雲仙ゆめ市場「キトラス」
住 所：福岡市博多区上川端町１２‐２０ふくぎん博多ビル１階
交通手段：地下鉄「中洲川端駅」下車 徒歩約１分（５番出口すぐ）

西鉄バス「川端町・博多座前」下車 徒歩約１分
店内設置コーナー：物産品販売 営業時間１０：００～２０：００ ℡０９２‐２９２‐５９０６

テイクアウト 営業時間１０：００～２０：００
味わい処 営業時間１１：００～１４：３０、１７：００～２３：００ ℡０９２‐２９２‐５９０７
トラベル 営業時間１０：００～１９：００ ℡０９２‐２９２‐５４６３

ホームページ：http://www.kitorasu.net 定休日：年中無休（年始年末を除く）

「キトラス」オープンのテープカット（左から３番目・鬼木親和銀行頭取、
５番目・奥村雲仙市長、６番目・田上長崎市長、７番目・朝長佐世保市長）

お客様で賑わうオープン当日の「キトラス」店内

地図
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九州の鉱工業生産動向

2003年� 04年� 05年� 06年� 07年� 08年� 09年� 10年�

94.5

106.5

九州�
全国�

115

110

105

100

95

90

85

80

75

70

65

60

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている

２０１０年８月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、一般機械や輸送機械等の生産の伸びから、
前月比５．２％上昇の１０６．５と２ヵ月連続で前月を上回りました。ＩＣの生産数量は００年１２月以来の高水
準となったほか、購入補助金や減税によるエコカーの駆け込み需要により乗用車の生産も堅調に推移
する等、生産活動は持ち直しの動きが続いています。

［業種別動向］……………一般機械や窯業・土石、輸送機械等
全１７業種中１３業種で上昇

業種別にみると、製造ラインのメンテナンスの影響から鉄鋼業がマイナスに寄与したものの、アジ
ア向けの半導体製造装置やプラント向け蒸気タービンの生産が伸びた一般機械のほか、国内向けエコ
カーの生産が好調だった輸送機械や窯業・土石等、全１７業種中１３業種がプラスに寄与しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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福岡県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、半導体製造装置等の生産が好調な一般機械や、エコカー需要による自動車生産が伸

びた輸送機械等により、持ち直しの動きは続いています。

公共工事は、昨年国からの大型工事の発注があった反動等から、請負金額は２ヵ月連続で減少しま

した。住宅建設は、住宅エコポイントの影響等から持家をはじめ軒並み増加し、６ヵ月連続で前年実

績を上回っています。企業倒産では、負債総額は３ヵ月ぶりに前年比マイナスとなりましたが、小規

模企業の倒産が増加したことから、倒産件数は２ヵ月連続で増加しました。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月ぶりに上昇

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比２．８％上昇の９５．５と、３

ヵ月ぶりにプラスとなりました。

主要業種をみると、半導体製造装置等の生産が

好調な一般機械が同５．１％上昇となったほか、エ

コカー需要による国内向け自動車の生産が伸びた

輸送機械は同５．６％上昇しました。

［大型小売店］……………引き続き前年割れ続く

８月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比３．８％減の５１６億円と２５ヵ月

連続で前年比マイナスとなりました。

業態別でみると、百貨店は同４．７％減の２０３億円、

スーパーについても同３．２％減の３１３億円と百貨店、

スーパーともに前年割れとなりました。婦人服を

中心に衣料品の販売不振が続いています。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………６ヵ月連続で前年を上回る

８月の新設住宅着工戸数は、前年同月比５１．２％

増の２，９３１戸と６ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、住宅減税や住宅エコポイントの

影響等から、持家は同２８．７％増の１，０２７戸となり

ました。また、分譲では、大規模マンションの着

工のほか一戸建ても伸びたことから同１７１．８％増

の６５５戸となりました。そのほか貸家で同３５．１％

増の１，２０９戸、社宅の新築等により給与は同１０倍

増の４０戸となる等、軒並み増加しました。

［公共工事］……………請負金額は２ヵ月連続で減少

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比８．９％減の８３３件、金額は同７．３％

減の３５７億円と、請負金額は２ヵ月連続で前年同

月比で減少しました。

発注者別にみると、「その他」は半導体等研究

施設の発注により同７３．４％増、「市町村」では同

５．１％増となったものの、昨年大型工事の発注が

あった「国」はその反動から同２７．０％減となりま

した。

［企業倒産］……………倒産件数は２ヵ月連続で増加

９月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比２．３％増の４５件、負債総

額は同３０．０％減の８５億円となりました。

負債総額は昨年大型倒産が発生した反動により、

３ヵ月ぶりに前年を下回りました。一方、倒産件

数は建設業等小規模企業の倒産が増加し、２ヵ月

連続で増加しています。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、総合指数は２ヵ月ぶりに低下したものの、半導体製造装置等の一般機械の生産が回

復したほか、電子部品・デバイスは引き続き高水準を維持する等、持ち直しの動きは続いています。

住宅建設は持家は増加したものの、貸家や分譲が大幅に減少したことから前年割れとなりました。

企業倒産では、小口倒産の増加により倒産件数は２ヵ月連続で増加しましたが、負債総額は低水準と

なっています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに低下

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比３．３％低下の９５．３と２ヵ

月ぶりに低下したものの、生産は高水準を維持し

ています。

主要業種別にみると、輸送機械は二輪自動車の

生産が伸びず同８．１％低下しました。一方、一般

機械は、半導体製造装置等の生産の伸びから、同

８７．７％上昇と３ヵ月ぶりの大幅な改善となりまし

た。このほか電子部品・デバイスも同３．９％上昇

しています。

［大型小売店］……………衣料品の販売が伸びず前年割れ

８月の大型小売店販売額は、前年同月比３．６％

減の１３３億円と、前年を下回りました。

商品別でみると、バーゲン品を除いた婦人服の

販売が低調だったこと等から衣料品は同８．６％減

となったのをはじめ、ほとんどの商品で前年割れ

となりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………８ヵ月連続で前年を下回る

８月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１０．３％

減の６７３戸と８ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同３２．４％増の４０９戸と

なったものの、貸家は同４３．３％減の２２０戸、分譲

もマンションの着工実績が無かったことから同

１９．２％減の４２戸と前年割れとなりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を下回る

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１５．６％減の５２９件、金額が同

２１．３％減の１５１億円となり、請負金額は前年を大

幅に下回りました。

発注者別の請負金額をみると、小学校校舎改築

により「市町村」が同１８．６％増と伸びたものの、

昨年大型工事の発注があった反動もあり「国」（同

５８．８％減）や「独立行政法人等」（同９８．５％減）で

大幅に減少しました。

［企業倒産］……………倒産件数は２ヵ月連続で増加

９月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比５７．１％増の１１件、負債

総額が同５７．２％減の７億円となりました。

倒産件数は、建設業を中心に小口の倒産が増加

し、２ヵ月連続で前年を上回りました。公共工事

や住宅着工の落ち込み等、経営環境の悪化が一因

となっています。一方、負債総額は低水準で推移

しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 一般機械工業 電子部品・デバイス工業（右軸）
輸送機械工業 食料品・たばこ工業
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、一般機械の生産が前月に大幅に伸びた反動もあってマイナスとなり、総合指数も低

下しました。しかし生産自体は高水準を維持する等、持ち直しの動きは続いています。

大型小売店販売額は、夏物商品やエコポイント対象家電の販売が伸びたことから２ヵ月連続で前年

を上回りました。また住宅建設も、持家や分譲が増加したこと等により２ヵ月連続で前年を上回って

います。一方、企業倒産は、建設業を中心に小口の倒産が重なり、倒産件数は３ヵ月ぶりに増加しま

した。

［生産活動］……………指数は前月比マイナスながら、高水準を維持

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比３．５％低下し１４２．０となり

ました。

業種別でみると、半導体集積回路の生産の伸び

から電子部品・デバイスは同２．４％上昇しました。

一方、前月にプラント関連設備の生産が伸びた反

動から一般機械は同２１．４％低下しましたが、生産

は高水準を維持しています。

［大型小売店］……………２ヵ月連続で前年を上回る

８月の大型小売店販売額は、前年同月比０．１％

増の９８億円と、２ヵ月連続で前年を上回りました。

商品別では、前月同様、主力の衣料品は、婦人服

の販売が伸びず同６．３％減と前年を下回りました。

一方、エコポイント対象家電のほか夏物商品等の

売上が好調だったことから、全体では前年並みの

売上を維持しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年を上回る

８月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１５．５％

増の４３１戸と２ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別にみると、貸家は同５．３％減の１７７戸と

なったものの、住宅減税等の政策効果により持家

は同３６．４％増の２４０戸、分譲は同５５．６％増の１４戸

と前年を上回りました。

［公共工事］……………請負金額は２ヵ月連続マイナス

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２．６％減の４８７件、金額が同

１８．７％減の１５２億円と、請負金額は２ヵ月連続で

前年を下回りました。

発注者別では、昨年大型工事の発注があった反

動から「独立行政法人等」で同９２．８％減と大幅な

減少となったほか、「国」「県」「その他」いずれ

も前年を下回りました。

［企業倒産］……………倒産件数は３ヵ月ぶりに増加

９月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比４０．０％増の７件、負債

総額が同７６．１％減の４億円と、負債総額は大幅に

減少しています。

建設業を中心に小口の倒産が重なり、倒産件数

は３ヵ月ぶりに増加しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．７ ８１．９ ▲２２．３ ８２．９ ▲２１．６ ９５．５ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４

８ ８３．１ ▲１８．３ ８３．８ ▲１８．４ ９５．０ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９
８ ９４．３ １５．１ ９５．７ １５．８ ９７．５ ２．６ １０．１ １５．５ １７．９ ９，２１６ ▲８．４ ６，３１５ １．３

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３５６ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５

８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，７０４ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３９ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．１ ▲０．１ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．９ ０．５ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．７ ▲０．２ ９９．２ ▲０．９ １７，１８９ ▲１．０ ３０７，０１５ １５．５
８ ７１，９７２ ２０．５ １５．５ １６．９ ３５．２ １０２．８ ０．０ ９９．５ ▲０．９ １５，５００ ▲１．３ ２６７，４２６ ４８．９

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８

８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６
８ １０１，４３３ ２１．１ ３８８，４７８ ▲０．３ ３２３，７５８ １．８ ０．５４ ５．１ １，０６４ ▲１４．３ ５７，４０９ ２．３ ４０，６７５ ▲１．７

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３

８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０
８ ２０．１ ２６．７ ３５７ ▲７．３ １６４ ▲９．８ ２，９３１ ５１．２ ２８．７ ３５．１ １７１．８ ９９．０ ▲０．７ ５１，６４４ ▲３．８

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．７ ８２．２ ▲２５．１ ８１．２ ▲１８．７ ６４．９ ▲４４．７ ６６．０ ▲４３．４ ８８．７ ▲３５．４ ８２．４ ▲２６．２ １２６．１ ７．４

８ ８３．４ ▲１７．７ ８２．４ ▲１４．４ ６７．６ ▲４０．５ ７１．７ ▲３５．８ ９１．６ ▲１５．６ ８２．７ ▲１６．７ １１０．８ ▲１１．０
９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８５．４ ▲１２．７ １０５．６ ▲９．４
１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７ ９５．５ １５．８ ９６．１ １８．８ ８９．４ ３７．６ ９７．３ ４７．５ １１２．４ ２６．４ ９６．３ １５．５ １３４．６ ５．０
８

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２

８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２
８ １０，９０３ ４６．３ ４，４８８ ２９．２ ３６５，５６３ ４．５ ２７８，５１９ ▲９．１ ０．４６ ３５ ６．１ １８０，５３２ ２．５ １３６，９５６ ▲０．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．７ ８０．０ ▲２１．６ ９７．５ ▲１．１ １０９．４ ▲１９．０ ４８．０ ▲２４．８ ６８．４ ▲３０．２ ７８．２ ▲２２．５ １０９．６ ▲１３．５

８ ８０．４ ▲２０．４ ９４．７ ▲８．３ １０７．８ ▲１８．３ ４０．１ ▲４４．５ ７５．３ ▲２１．５ ７８．６ ▲２０．４ １０６．９ ▲１３．９
９ ８２．７ ▲１８．６ ９３．３ ３．６ １１４．３ ▲１３．９ ４９．０ ▲２４．９ ６５．９ ▲３６．０ ８０．４ ▲１８．５ １０２．５ ▲１４．３
１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８
１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．６ ０．８ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７ ９５．３ １７．７ ９２．９ ▲６．２ １１７．１ ５．０ １０３．６ １１０．９ ７１．２ ２．０ ８７．７ １０．６ ９６．７ ▲１１．８
８

出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４

８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４
８ ３３．１ ６３．２ １５１ ▲２１．３ ８０ ５７．３ ６７３ ▲１０．３ ３２．４ ▲４３．３ ▲１９．２ １００．１ ▲０．３ １３，２９５ ▲３．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８

８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７
８ ３，７２７ ６２．４ ２，１４５ １８．４ ３１３，１６４ ▲１．６ ２８０，４２４ ▲１．１ ０．４８ ７ ０．０ ５０，０６１ ２．２ ２９，４８５ １．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９

８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６
８ ２２．８ ７．４ ４，２９０ ▲６．１ １５２ ▲１８．７ ５７ ２９９．９ ４３１ １５．５ ３６．４ ▲５．３ ５５．６ ５６６ ５．０ ９９．３ ▲０．７

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．７ １４２．４ ３．７ １２９．７ ▲２４．８ １０５．０ ５．３ ２３３．３ ３１．０ １２９．６ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０

８ １４５．４ ▲８．２ １７６．６ ▲３．２ １０５．６ ３．７ ２２８．７ ▲１１．８ １０９．２ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ １４２．０ ▲１．９ １５３．０ １７．８ １０９．６ ３．１ ２２１．５ ▲８．４ １１８．３ ▲１０．５ １５６ ▲２０．３ １９０ ▲５．６ ０．６
８ ６．１

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７

８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，２０５ ２．０ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５
８ ９，８３４ ０．１ ２，３７６ ６５．９ １，７６３ １８．３４０２，１７６ ２９．５３４５，９５７ ２６．７ ０．４７ ３ ▲７２．７ ４１，７８２ ０．２ ２２，８４７ ▲１．７

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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セミナー案内
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ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

１１月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｎ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

セミナー案内

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

10
�

Ｆ
３５

センスアップ講座
～ストール＆スカーフ秋冬編～

講師：フィニッシングスクール
インフィニ

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ａ
６７

投資信託運用報告会※

「ＧＷ７つの卵」

講師：日興アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

12
�

Ａ
６８

投資信託運用報告会※

「カブチョファンド」

講師：日興アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

19
�

Ｃ
４４

快適�省エネ・エコ住宅
～冬編～

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｂ
４０

インドの投資環境について
～歩み出したアジアの巨像・
インドの魅力～

講師：ＨＳＢＣ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を
行うことがあります。�

■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所
定の手数料等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定
された販売手数料及び信託報酬等の諸経費、個人
年金保険の場合は、契約初期費用のほか、保険関係
費用・運用関係費用・年金管理費用等の諸経費、等）
をご負担いただく場合があります。また、各商品等
には価格の変動等により損失を生じるおそれがあ
ります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なり
ますので、当該商品等の「契約締結前交付書面」や
「投資信託説明書（交付目論見書）」、「年金保険ご
契約のしおり・約款」またはお客様向け資料等をよ
くお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

8
�

ＫＣ
３１

快適�省エネ・エコ住宅
～冬編～

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＦ
１１

センスアップ講座
～ストール＆スカーフ秋冬編～

講師：フィニッシングスクール
インフィニ

１４：００～

１５：３０

８０
名

11
�

ＫＡ
２１

投資信託運用報告会※

「ＧＷ７つの卵」

講師：日興アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＡ
２２

投資信託運用報告会※

「カブチョファンド」

講師：日興アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

20
�

ＫＢ
２８

インドの投資環境について
～歩み出したアジアの巨像・
インドの魅力～

講師：ＨＳＢＣ投信

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｎ
１

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等に
ついて

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２２年１０月１日現在
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ＦＦＧ次世代創造プログラムのご案内
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ふくぎんからのご案内

36 FFG調査月報 2010年11月



37FFG調査月報 2010年11月



FFG
調
査
月
報［
M
O
N
TH
LY SU

R
VEY VO

LU
M
E.30  2010.11 N

O
V.］

ＦＦＧ調査月報３０号 ２０１０年１０月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂


	ffg1-19.pdf
	ffg20-38.pdf

